
東温市事務事業評価シート　令和３年度実施事業対象

№ ― 5

昭和 62 年度 ～

単位 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

① ④

② ⑤

③

費

2 3 4

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

3 4 3 4

3 4 3 3

今後の方向性 拡大・充実

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

地域及び周辺地域の住民福祉と、人権学習・啓発の拠点として事業継続が必要です。

有効性 部落差別解消推進法、障害者差別解消法等、あらゆる差別への学習・啓発の場として、他に代わる施設がありません。

達成度

社会福祉課長
総　合
評価点

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 7,468 7,568 8,083

Ａ 必要性 有効性

臨時職員工数・経費 1.936 3,831 1.948 3,945 1.948 3,945
人件費(Ｂ)

正職員工数・経費

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 社会福祉係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

市民の人権・同和問題に対する理解を深めるため、より多くの市民に対し、毎月発刊の「ふくしかんだより」の内容の充実と周知を図り、人権講座等
を開催する必要があります。

効率性 事業特性により、効率化とは馴染みませんが、啓発の方法等を工夫し、効果的な活動を行う必要性があります。

改　革
計　画

市民への福祉館活動の周知をはじめ、人権講座・教室等を通じ人権問題に対する興味や理解を深めることはもとより、昨年度から始めている教職
員等に対する人権学習会を継続します。

今後の方向性 方法改善

新型コロナウイルス感染予防対策を講じながら、人数制限を行った上、利用成果がありました。

必要性

達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

市の人権対策、啓発にかかる拠点施設として、相談事業や人権問題解決のための各種事業を総合的に行っています。
引き続き、理解が得られるよう福祉館活動の周知に努め、啓発活動を進めていく必要があります。

二次評価者

その他特定財源 0 0 10

一般財源 1,237 906 1,025

0.000 0 0.000 0 0.000 0

計(Ａ) 3,637 3,623 4,138

予算費目 会計 一般会計 費目名 民生

直接事業費

令和 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 2,400 2,717 3,103

地方債 0 0 0

最終目標

福祉館利用者 前年度以上 人
1,100 1,200 1,300 1,400

1,392 1,079

講座等参加者数 前年度以上 人
1,208 1,620 1,670 2,000

1,407 1,456

指標名

公的関与

089-964-4406 メールアドレス syakaifukushi@city.toon.ehime.jp

２ あらゆる場を通じた人権啓発活動の推進

事業区分

事業の目的
同和問題を人権問題の重要な柱ととらえ、すべての人の基本的人
権の尊重という意識を高めていく場としての役割を果たすため。

根拠法令等 東温市福祉館条例

総合計画 政策目標 ５ みんなでつくる協働・自立のまち 政策項目 １ 人権尊重のまちづくりの推進

008 1002 事務事業名

主要施策

非該当 事業期間

計算式又は指標設定理由

期間設定なし

福祉館管理運営費

地域間のコミュニティ活動を通じ、人権啓発の学習・啓発の場として
活用します。

Ｄ
Ｏ

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業の手段 掲載計画

活動内容

課　　名 社会福祉課 係　　名 社会福祉係 電話番号

ソフト事業 事業運営方法 直営 実施計画

人権講座の開催

人権学習会の開催

相談事業の開催

達成度を
測る指標



東温市事務事業評価シート　令和３年度実施事業対象

№ ― 1

平成 28 年度 ～

単位 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

① ④

② ⑤

③

費

2 3 4

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

4 3 2 3

4 3 2 3

避難行動要支援者支援事業

災害時における避難行動要支援者の支援体制を整備します。

Ｄ
Ｏ

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業の手段 掲載計画 東温市避難行動要支援者支援プラン（全体計画）

活動内容

課　　名 社会福祉課 係　　名 社会福祉係 電話番号

経常的事務事業 事業運営方法 一部委託 実施計画

避難行動要支援者に同意確認をし、同意者の名簿を避難支
援等関係者に提供する。

個別避難計画の作成推進（一部社協委託）

福祉避難所の新規指定及び資器材整備

達成度を
測る指標

指標名

公的関与

089-964-4406 メールアドレス syakaifukushi@city.toon.ehime.jp

１ 地域福祉活動推進体制の整備

事業区分

事業の目的
高齢者や要介護認定者、障がい者、難病患者など、災害時に自ら
避難することが困難な避難行動要支援者の安全を確保するため。

根拠法令等 災害対策基本法

総合計画 政策目標 １ みんなが元気になる健康福祉のまち 政策項目 ２ 地域福祉体制づくりの推進

008 1026 事務事業名

主要施策

該当 事業期間

計算式又は指標設定理由

期間設定なし

最終目標

名簿提供同意率
平時から、地域が避難行動要支援
者の情報を把握するため

％
- - 75.0 100

74 73

個別避難計画作成率
災害時の避難支援を実効性のある
ものとするため

％
- - 45.0 100

32 44.0

予算費目 会計 一般会計 費目名 避難行動要支援者事業

直接事業費

令和 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 1,923 1,158 252

地方債 0 0 0

その他特定財源 0 0 0

一般財源 8,926 6,815 7,722

0.880 5,496 0.800 4,963 0.800 4,963

計(Ａ) 10,849 7,973 7,974

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 社会福祉係
総　合
評価点

Ｂ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

法改正等により、優先度の高い避難行動要支援者の個別避難計画作成について市町村の努力義務となりましたが、自治会や民生委員等の聞き取
りによって行われている個別避難計画の作成との住み分けをする必要があります。また、ガイドライン改正を受け、福祉避難所の今後の体制整備に
ついて方針を定める必要があります。

効率性
個別避難計画の作成に関する福祉専門職との連携強化や、福祉避難所の体制整備の変更について、先進的な自治体のノウハウを活用できると考
えています。

改　革
計　画

個別避難計画の作成について、引き続き福祉専門職と連携します。福祉避難所については、各福祉避難所施設と協議を行い、今後の方針を定め
ます。

今後の方向性 拡大・充実

最終的には名簿に係る全ての避難行動要支援者について個別避難計画を作成する必要がありますが、令和4年度では40%程度の見込みです。

必要性

達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

地域において避難支援の際に名簿情報が有効に活用されるよう、自主防災会等へ説明会等を行い、また地域における個別避難計画の
作成の向上に向けても、引き続き、自主防災会等へ働きかけを行っていく必要があります。

二次評価者

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 16,345 12,936 12,937

Ｂ 必要性 有効性

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0
人件費(Ｂ)

正職員工数・経費

今後の方向性 拡大・充実

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

災害時における死亡率が高い避難行動要支援者の安全を確保するため、必要性が高い事業です。

有効性
法改正やガイドライン改正をふまえ、社協に一部委託している個別避難計画の作成に関する業務の見直しや、福祉避難所の体制整備の変更につ
いて検討する必要があります。

達成度

社会福祉課長
総　合
評価点



東温市事務事業評価シート　令和３年度実施事業対象

№ ― 1

平成 18 年度 ～

単位 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

① ④

② ⑤

③

費

2 3 4

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

4 4 3 4

4 4 3 3

地域生活支援事業

地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な形態により事業を実施
します。

Ｄ
Ｏ

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業の手段 掲載計画 東温市障がい者基本計画

活動内容

課　　名 社会福祉課 係　　名 障がい福祉係 電話番号

ソフト事業 事業運営方法 直営 実施計画

日常生活用具費支給事業 手話奉仕員養成研修

移動支援事業 成年後見人制度利用支援事業

意思疎通支援事業

達成度を
測る指標

指標名

公的関与

089-964-4406 メールアドレス syakaifukushi@city.toon.ehime.jp

６ 誰もが暮らしやすいまちづくりの推進

事業区分

事業の目的
障がい者等が、自立した日常生活または社会生活を営むことができ
るようにするため。

根拠法令等 障害者総合支援法

総合計画 政策目標 １ みんなが元気になる健康福祉のまち 政策項目 ４ 障がい者施策の充実

008 2001 事務事業名

主要施策

該当 事業期間

計算式又は指標設定理由

期間設定なし

最終目標

手話奉仕員養成研修修了者
数

総合計画における施策指標のため 人/年
10 10 10 12

9 9

予算費目 会計 一般会計 費目名 民生

直接事業費

令和 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 19,531 18,022 28,270

地方債 0 0 0

その他特定財源 0 0 0

一般財源 33,338 32,568 26,054

0.939 5,865 0.939 5,927 0.939 5,927

計(Ａ) 52,869 50,590 54,324

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 障がい福祉係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

市ホームページ等様々な手段による情報提供により事業内容の周知が図られた結果、利用に伴う扶助費が年々増加しています。時代に応じた
ニーズの多様性を踏まえ、必要性を適切に判断しながら、柔軟かつ適正なサービスの提供に努める必要があります。

効率性 導入済みシステムの有効活用により効率化は十分図られていると思われますが、より一層の充実化や効率化を検討する余地はあると考えます。

改　革
計　画

関係機関との連携強化を行い、適正なサービス利用となるよう利用内容や支給量の把握に努めます。

今後の方向性 方法改善

ニーズの多様性や複雑化に対して適正に対応し、制度の一層の充実を図る必要があると考えます。

必要性

達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

適正なサービス利用により障害者の生活支援に繋がるよう、事業を進めていく必要があります。

二次評価者

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 58,885 56,671 60,405

Ａ 必要性 有効性

臨時職員工数・経費 0.076 151 0.076 154 0.076 154
人件費(Ｂ)

正職員工数・経費

今後の方向性 現状維持

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

障害者総合支援法に基づき、市で実施することが義務付けられており、障がい者等の地域での生活を支援するうえで必要な事業です。

有効性 地域の特性や障がい者の様々なニーズに応じて日常生活や社会生活を営むことができるよう実施しており、有効な事業です。

達成度

社会福祉課長
総　合
評価点



東温市事務事業評価シート　令和３年度実施事業対象

№ ― 5

年度 ～

単位 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

① ④

② ⑤

③

費

2 3 4

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

4 4 3 3

4 4 3 3

今後の方向性 現状維持

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

障がい者福祉施策の総合的な推進を図るため、東温市障がい者基本計画に基づき、障がい者団体や家族会等が行う自主的な活動を支援し、障が
いのある人の自立を促進するために必要とされる事業です。

有効性
団体活動により、障がい者の自立と社会参加を促進する取組がより効果的に実施されることで、障がいのある人が住み慣れた地域で暮らしやすくな
り、障がい者施策の向上が図られます。

達成度

社会福祉課長
総　合
評価点

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 375 617 1,082

Ａ 必要性 有効性

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0
人件費(Ｂ)

正職員工数・経費

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 障がい福祉係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

平成26年度以前は、3団体へ補助金交付実績がありましたが、活動において補助対象経費がない等の理由で、現在1団体のみへの交付となってい
ます。当該団体も会員の高齢化や会員数減少が懸念されています。

効率性
障がい者団体に対して支援を行うことは、障がい者の社会参加を促進し、地域共生社会の実現にも繋がり、一定の効果があるものと考えます。安定
した団体運営に向け、効率性のある事業としていく必要性があります。

改　革
計　画

障がい者団体が行っている活動について、広く周知していくよう協力し、運営及び活動内容の充実、会員数の確保を支援します。

今後の方向性 方法改善

障がい者福祉の推進となる活動を行った団体に必要な経費を補助することで、障がい者の社会参加の拡充を図ることができました。

必要性

達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

障がい者団体が行う自主的な活動を支援し、障がい者の自立と社会参加を促進するために、活動実績に応じた運営経費を補助すること
が必要と考えます。

二次評価者

その他特定財源 0 0 0

一般財源 220 295 760

0.025 155 0.051 322 0.051 322

計(Ａ) 220 295 760

予算費目 会計 一般会計 費目名 民生

直接事業費

令和 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 0 0 0 交付決定は、令和2年度800千
円、令和3年度760千円で行っ
ていたが、コロナ禍で予定して
いた事業が実施できず、返還
となったため事業費が予算ど
おり執行できていない。

地方債 0 0 0

最終目標

交付件数
障がい者団体へ補助金を交付した
件数

件
1 1 1 2

1 1

指標名

公的関与

089-964-4406 メールアドレス syakaifukushi@city.toon.ehime.jp

６ 誰もが暮らしやすいまちづくりの推進

事業区分

事業の目的
市内の障がい者団体が行う自主的な活動を支援し、障がいのある
人の社会参加を促進するため。

根拠法令等

総合計画 政策目標 １ みんなが元気になる健康福祉のまち 政策項目 ４ 障がい者施策の充実

008 2045 事務事業名

主要施策

非該当 事業期間

計算式又は指標設定理由

期間設定なし

障がい者団体補助金

障がい者団体の活動及び運営に対する補助金を交付します。

Ｄ
Ｏ

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業の手段 掲載計画 東温市障がい者基本計画

活動内容

課　　名 社会福祉課 係　　名 障がい福祉係 電話番号

補助金・負担金・支援 事業運営方法 補助等 実施計画

補助金交付申請受付、事業計画書等内容審査

交付決定、交付（請求書等依頼）

実績報告書受理、事業費精算処理

達成度を
測る指標



東温市事務事業評価シート　令和３年度実施事業対象

№ ― 9

年度 ～

単位 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

① ④

② ⑤

③

費

2 3 4

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

4 4 3 4

4 4 3 3

今後の方向性 現状維持

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

児童の保健の向上と福祉の増進を図るために重要な事業であると考えます。

有効性 保険診療に係る医療費の自己負担額を助成し、経済的負担を軽減することは、児童の安定した生活の確保を図るうえで有効と考えます。

達成度

社会福祉課長
総　合
評価点

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 117,587 130,609 144,798

Ａ 必要性 有効性

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0
人件費(Ｂ)

正職員工数・経費

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 児童福祉係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

厳しい財政状況の中で、児童に係る医療費の節約（公費以外の制度の利用、ジェネリック医薬品の利用）を行う必要があると考えます。

効率性 業務システムの活用により効率化は図られていると思われます。

改　革
計　画

新規申請の際に、学校等での負傷や疾病等で医療機関を受診した場合は、日本スポーツ振興センター災害給付を利用してもらうよう周知を積極的
に行います。また、窓口にて、ジェネリック薬品のチラシを配布し、ジェネリック医薬品の利用を推進します。

今後の方向性 方法改善

市民課と連携を図りながら助成対象者の把握、制度の周知、受給資格の認定が行えており、概ね目標を達成していると考えます。

必要性

達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

子どもに係る医療費の一部をその保護者に助成することにより、その疾病の早期発見と治療を促進し、子どもの保健の向上と福祉の増
進が図られています。引き続き、利用者に対し、適正な情報を周知して、医療費の抑制に努める必要があります。

二次評価者

その他特定財源 12,172 10,034 10,338

一般財源 86,741 96,706 110,671

0.250 1,551 0.250 1,578 0.250 1,578

計(Ａ) 116,036 129,031 143,220

予算費目 会計 一般会計 費目名 子ども医療費助成事業

直接事業費

令和 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 17,123 22,291 22,211

地方債 0 0 0

最終目標

給付件数 対象児童の医療費を助成した件数 件
64,000 61,000 62,000 62,000

52,987 57,965

助成対象児童数 年度末時点の助成対象児童数 人
4,500 4,500 4,500 4,500

4,295 4,242

指標名

公的関与

089-964-4406 メールアドレス syakaifukushi@city.toon.ehime.jp

１ 子育て環境の充実

事業区分

事業の目的
児童の医療費に係る経済的負担を軽減し、児童の保健の向上と福
祉の増進を図るため。

根拠法令等
東温市子ども医療費助成条例、東温市子ども医療費助成条
例施行規則

総合計画 政策目標 １ みんなが元気になる健康福祉のまち 政策項目 ５ 子育て支援の充実

008 3009 事務事業名

主要施策

該当 事業期間

計算式又は指標設定理由

期間設定なし

子ども医療費助成事業

中学卒業までの児童が医療機関を受診した際、その医療給付に係
る自己負担分を助成します。

Ｄ
Ｏ

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業の手段 掲載計画

活動内容

課　　名 社会福祉課 係　　名 児童福祉係 電話番号

補助金・負担金・支援 事業運営方法 直営 実施計画

受給資格者及び児童の異動があった際に適切に対応を行う。

高額療養費等の支給申請を行う。

県外受診、装具作成等の際に、受給資格者からの請求に基
づき償還払いを行う。

達成度を
測る指標



東温市事務事業評価シート　令和３年度実施事業対象

№ ― 9

平成 31 年度 ～

単位 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

① ④

② ⑤

③

費

2 3 4

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

2 4 3 4

2 4 3 4

ひとり親家庭学習支援事業

大学生や社会人のボランティアによる学習支援を行います。

Ｄ
Ｏ

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業の手段 掲載計画

活動内容

課　　名 社会福祉課 係　　名 児童福祉係 電話番号

補助金・負担金・支援 事業運営方法 直営 実施計画

広報掲載により児童を募集し支援の決定を行います。

学習支援ボランティアの募集を行い、支援員の活動依頼を行
います。

支援員のスケジュール調整を行い、毎月支援員に交通費を支
払います。

達成度を
測る指標

指標名

公的関与

089-964-4406 メールアドレス syakaifukushi@city.toon.ehime.jp

３ ひとり親家庭の自立支援の推進

事業区分

事業の目的 ひとり親家庭の児童の学習への意欲と学力の向上を図るため。 根拠法令等

愛媛県ひとり親家庭学習支援ボランティア事業費補助金交付
要綱・東温市ひとり親家庭学習支援ボランティア派遣事業実
施要綱

総合計画 政策目標 １ みんなが元気になる健康福祉のまち 政策項目 ５ 子育て支援の充実

008 3011 事務事業名

主要施策

非該当 事業期間

計算式又は指標設定理由

期間設定なし

最終目標

実施回数 毎週金曜日市内2か所で実施
80 80 80 80

65 44

参加児童数 延べ人数
280 280 280 280

250 137

予算費目 会計 一般会計 費目名 ひとり親家庭学習支援事業

直接事業費

令和 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 280 186 629 新型コロナウイルス感染症の
影響を受け、学習支援事業の
実施日が減少する等の事情に
より、予算よりも実績が少な
い。

地方債 0 0 0

その他特定財源 0 0 0

一般財源 95 63 210

0.060 372 0.147 928 0.147 928

計(Ａ) 375 249 839

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 児童福祉係
総　合
評価点

Ｃ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

ひとり親家庭の小学生から中学生の児童を対象に、居場所づくりの場を提供していますが、年々参加児童数が減少しており、現在の参加児童が転
出又は年齢到達（中学校卒業）した際の事業の継続が懸念されます。

効率性 県内の大学生等の協力が得られるように、関係機関等に積極的に働きかけを行い支援員の確保に努めます。

改　革
計　画

児童扶養手当の現況届に学習支援事業のチラシを同封する等、広報活動を積極的に行います。

今後の方向性 方法改善

学生ボランティアや東温市若手職員ボランティアが支援員となり学習支援や生活支援を行うことで、概ね達成していると考えます。

必要性

達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

事業開始時と比較すると、参加児童が少なくなっていることから、対象児童のいる世帯にチラシ等を配布するなど個別にアプローチして
いく必要があります。

二次評価者

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 747 1,248 1,838

Ｃ 必要性 有効性

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.035 71 0.035 71
人件費(Ｂ)

正職員工数・経費

今後の方向性 現状維持

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

ひとり親家庭の児童の学習への意欲と学力の向上を図るために重要な事業であると思われますが、年々参加児童の数が減少しており、住民ニーズ
の低下がみられます。

有効性
親との離別等により精神面や経済面で不安定な状況におかれているひとり親家庭の子どもの良き理解者として支援を行うことは、子どもの居場所づ
くりの場として有効と考えます。

達成度

社会福祉課長
総　合
評価点


